
　交通工学は，内燃機関大衆車が普及した20世紀初頭に興り，第2次世界大
戦以降の世界的なモータリゼーションの進展に伴い発展した。その伝統的な範
疇は，交通混雑，交通安全，交通公害（環境負荷）といった道路上の自動車
交通による負の影響を軽減するために必要な科学・技術分野である。本章では，
こうした自動車交通流の科学とこれに基づく交通技術を概観する。

  4.1  	 交通流の基礎

　道路上の自動車交通の流れを理解するためには，以下の交通量，交通密度，
および（交通）速度という基礎的な変数を用いる。
　1時間あるいはそれよりも短い時間を集計単位として，ある地点を通過した車両
数，あるいはこれを単位時間当たりの車両数に換算したものを交通流率[台/時]と
呼ぶが，一般に交通量とも呼ぶ。交通量はある地点の通過台数に過ぎず，その
地点が交通渋滞（4.2節参照）状態でないならば，交通量はその地点の交通需
要を意味するが，交通渋滞状態にある場合は，交通量はその交通渋滞の原因と
なるボトルネック地点（4.2節参照）の交通容量に等しい。
　交通密度とは，一般に1kmあるいはそれよりも短い道路延長方向の距離を集
計単位として，ある時点に存在する車両数を単位距離当たりの車両数に換算し
たもの[台/km]である。交通量とは異なり，道路の上空から比較的長い区間を同
時に観察して台数計測をする必要があり，直接観測は困難である。
　交通の速度[km/h]とは，異なる速度を持つ個々の車両からなる交通の流れを
代表する速度である。この代表値には個別車両の「空間平均速度」を用いる。
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これは，ある区間長の走破に要する個別車両の走行時間の平均値でこの区間長
を除したものである。空間平均速度は，同一地点で観測された各車両の速度値
の調和平均で推定できる。（交通）速度に空間平均速度を用いると，
        （交通量Q）＝（交通密度K）×（交通速度V）	 　　（式1）
なる関係が成立する。地点で観測された各車両の速度値を普通に（算術）平
均したのでは（式1）は一般には成立しない。（式1）は，物理学の基本法則「質
量保存則」に相当し，交通に限らず「流れ一般」に対して普遍的に成立する。
　図1に，時間−空間図上の個別車両の軌跡と交通量，交通密度の関係を示す。
この2変数が時間軸と空間軸に対して対称な関係にあること，平均車頭時間の逆
数が交通量，平均車頭距離の逆数が交通密度に相当することが分かる。
　図2は，道路に設置された車両感知器で5分間ごとに集計し，計測された交通
量と（交通）速度から（式1）を用いて交通密度を計算し，この3つの変量相互
の関係を示したものである。一般に交通密度がゼロに近づくと速度が最大値（自
由速度），速度がゼロに近づくと交通密度が最大値（飽和密度）を取り，両者
はおよそ単調減少の関係にある。また，交通量が極大値となる交通密度（臨界
密度）と速度（臨界速度）が存在する。臨界密度より高い密度（臨界速度よ
り低い速度）の状態が交通渋滞状態であり，逆に臨界密度より低い密度（臨界
速度より高い速度）の状態は渋滞していない交通状態を表す。
　（式1）と交通密度−速度関係の単調減少性から，交通量−交通密度（交通
量−速度）関係が2値関数で，交通量の極大値の存在が導かれる。これが道
路交通において「最大交通量（交通容量）が存在する」ことの理論的根拠で
ある。
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  4.2  	 交通渋滞の特徴

4.2.1 交通渋滞の定義とボトルネック
　交通渋滞は，「交通容量上のボトルネックにその地点の交通容量を超える交通
需要が流入しようとするときに，ボトルネックを先頭にしてその上流区間に生じる車
両列（交通渋滞車列）における交通状態（待ち行列）」と定義される。ボトルネッ
クとは，前後区間と比較して相対的に交通容量が低い道路区間である。日本の
高速道路では，単路部のサグ部（縦断勾配が下り方向から上り方向へ変化する
区間）やトンネル入り口1）, 2）, 3）が都市間高速道路の交通渋滞の主な原因であ
るが，欧米では合分流部や織込み区間が主要なボトルネックとなっている。一方
一般道では，交通量の多い信号制御された重要交差点，大規模ショッピングセン
ターの駐車場入場待ち行列や路上駐停車等がボトルネックとなりやすい。以上の
定義からは，一定の速度閾値では交通渋滞を判定できないことが分かる。日本
の都市間高速道路では時速40km以下，首都高速道路では時速20km以下を
交通渋滞の判定基準にしているが，これは実務的な基準である。

4.2.2 交通渋滞の計算法
　図2に基づいて，図3に示すように単純化した1車線当たりの交通量−交通密度
関係を仮定する。この関係を用い，ボトルネックで交通渋滞が発生する様子を図
4の時間−距離図に模式的に示す。交通容量Cbのボトルネック（図4のBN地点）
に流入する交通需要Aの交通状態は，図3の点a（交通量A，交通密度k₁，速
度v）で表される。ここでA＞Cbの場合ボトルネック上流に交通渋滞（図3の点b :
交通量Cb，交通密度k2，速度vb）が発生し，その末尾は上流へ移動する。こ
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の衝撃波速度uabは衝撃波理論で与えられ，（式2）で計算される4）。
	 uab ＝ （ A  − Cb ） / （ k 1 − k 2 ）		 　　（式2）
　（式2）は図3の点aと点bを結ぶ傾きを意味し，図中のuabは負の傾きなので交
通渋滞末尾は上流へ移動する。図4では，交通需要の状態aと交通渋滞の状態
bとの境界が速度uabで移動する。ここで，時刻T1に交通需要が図3の点c（交
通量A'，交通密度k3，速度v）に変化し，A'＜Cbが成り立つと，ucbは正の傾きな
ので，交通渋滞の末尾は縮退し，時刻T2に消滅する。
　例えば，ボトルネック交通容量Cb＝1600[台/時]に交通需要A＝1800[台/時]が
到着すると，uab＝（1800−1600）/（22.5−50）≒−7[km/h]で交通渋滞が延
伸し，T1＝2時間なら，その交通渋滞長Lは約14kmとなる。ここで交通需要が低
下してA'＝1500[台/時]になると，ucb＝（1500−1600）/（18.75−50）＝3.2[km/
h]で，時刻T2はT1＋L/ucb≒6時間30分となる。
　一般に，交通需要の増大により交通渋滞が生じても，交通需要のボトルネック
交通容量の超過割合は高々十数%（本計算例では1800/1600＝1.125なので超
過割合は12.5％）であること，交通需要が超過する時間（同2時間）より交通渋
滞の継続時間（同6.5時間）はかなり長いことが知られている5）, 6）。

4.2.3 高速道路単路部交通渋滞の特徴
　日本の都市間高速道路では，近年ではサグ部とトンネル入り口を合わせるとボト
ルネック箇所の8割にも達する7）。これらの箇所では，合分流も交通信号もないが，
勾配変化等による僅かな速度擾乱をきっかけに減速波が上流伝搬し交通渋滞状
態に移行してしまう。この現象が発生する交通需要は，通常の単路部交通容量
の75 〜 90%程度の範囲で大きく変動する。これは運転者の前方車への追従特
性に個人差・車両差が存在するためと考えられている8）, 9）。
　またいったん交通渋滞状態に移行すると，ボトルネック交通容量はさらに低下し
て通常区間の60%前後にまで低下してしまう。これは，低速な交通渋滞状態で飽
きや疲れが生じたために追従挙動が緩慢になることに起因する8）, 9）。図3のように
交通需要を1車線当たり1800[台/時]とし，通常区間の1車線当たり2000[台/時]
の80%相当の1600[台/時]で交通渋滞が発生した場合，時速約7kmで交通渋滞
が延伸するが（4.2.2項参照），仮にその後交通容量が60%の1200[台/時]に低
下した場合，図3と（式2）を用いると，交通渋滞の延伸速度は時速約14kmと約
2倍の速さになることが分かる。つまりサグで交通渋滞発生後に交通容量がさら
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に低下すると交通渋滞車列は急速に延伸する。また，交通需要が減少しても，
渋滞解消速度が低下しているため，交通渋滞継続時間も伸びてしまう。これが
高速道路の交通渋滞が，距離延長も継続時間も長くなりやすい理由である。

  4.3  	 道路の交通機能と計画設計

　高速道路は自動車の大量・高速交通を担う大動脈である。その中には，国土
の骨格を構成する長距離移動用もあれば，地方圏のネットワークを構成するもの，
さらに大都市の都市内高速道路もある。自転車，歩行者等も含む多様な交通を
担う一般道路でも，異なる連絡スケールによる道路機能分類が成立する。また都
市内の一般道路は，こうした交通の機能以外にも，水道・ガス等のインフラ収納
空間機能や火災延焼を防ぐ防災機能等，多様な機能を担う「街路」であり，都
市間を結ぶ「街道」のような道路とは大きく異なる。近年，日本ではこうした道
路の階層構造ごとの交通機能の違いに着目し，ネットワークとして一定の交通サー
ビス性能目標を達成するような「性能照査型」の道路計画・設計論に関する研
究が進められている10）, 11）。
　道路同士が交わる交差部は，まさに「交通の要衝」であり，道路機能の階層性
を担保するために最も重要な要素の1つである。多くの交通容量上のボトルネックは
道路交差部，特に一般街路の重要信号交差点である。交通が集中する交差点で
は，交通渋滞が発生しないよう交差点部の幾何構造設計（車線数確保や一部立
体交差，交通島による動線分離等）と，交通信号の現示企画や信号制御パラメー
タ（サイクル，スプリット，オフ
セット）の適切な設定が求め
られる（図5参照）。
　道路ネットワーク上には，
交通容量上のボトルネック
（Cb）とならない交差点も
多数存在する。交通需要
Dが極めて少なくても（0 〜
D ＜＜Cb），信号交差点では
信号制御パラメータに応じた

現示1 現示2 現示3 現示4

現示1 現示2 現示3 現示4

図5　重要信号交差点制御の改良例
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信号待ち時間（遅れ）が生じる。一方，交通需要が一定以上ある（D＞Q0）
無信号交差点では，信号制御より遅れが大きくなることがある。中庸な交通需要
（0＜＜D 〜Q0＜Cb）の交差点では，遅れを少なくするとともに，無信号交差点に
おける追突・出合い頭事故のリスクを大幅に低減できる方式として，近年ラウンドア
バウト（Roundabout: RAB）が注目され，日本でも導入の機運が高まっている。
　一定レベル以上の幹線道路の通行機能を確保するためには，細街路との交差
部で必要以上に通行が阻害されないことが必要であり，細街路を幹線道路に接
続しない・接続しても左折流入／流出しか認めない・幹線からの右折流出を認
める場合には右折専用の車線かポケットを中央帯部に設けて本線通行交通と分
離する等，道路幾何構造上の工夫や交通運用・規制が有効である。こうした考
え方を米国ではアクセス・マネジメントと呼んで体系化を試みている12）。

  4.4  	 道路の交通対策技術

4.4.1 基本的な考え方
　交通渋滞の緩和・解消には，基本的には交通需要の調整かボトルネック交通
容量の増大が基本的な対策となる。前者は交通需要マネジメント（Travel 
Demand Management: TDM）という考え方で体系化が図られているが，さら
に近年では交通情報の提供や経路誘導等，より動的な調整策が取られるように
なってきた。一方後者は，車線数増や道路ネットワークの増強等，物理的な施策
が中心となるが，後述の動的交通管理（Active Traffic Management: 
ATM）も欧米では導入が進んでいる。
　交通安全の向上のためには，交通工学のみならず車両技術，人間側の要因
の解明等，多角的な取り組みが必要であるが，特に高速道路における交通渋滞
は，追突事故や車両接触事故の原因ともなり，交通渋滞対策は交通事故削減に
も大きく寄与する13）, 14）。道路線形設計や交差点配置計画等で，道路の幾何構
造を運転者から自然に分かるように設計すること，さらに一般街路では歩行者や
自転車等と混在することから，交通信号を含む交通規制全般を適切に設定する
ことで，安全性の高い空間を提供することも重要である。
　交通による環境影響には，騒音，大気汚染，地球温暖化ガス排出等がある。
近年，日本では騒音や大気汚染は，車両や燃料の改善等で大きく軽減され，燃
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費向上は二酸化炭素排出量も低減させている。ただし交通渋滞や交通信号によ
る停止発進の繰り返しは二酸化炭素排出量を無駄に増加させる15） 16）ため，これ
を軽減する交通円滑化対策は環境影響の軽減にも効果がある。

4.4.2 高速道路の交通渋滞対策
　高速道路は，自動車専用道路として大量・高速な自動車交通を担う国土およ
び大都市の大動脈である。これが頻繁に交通渋滞を起こすことは，大動脈の機
能不全を意味し，国・地域にとっての大損失である。そのため，特に高速道路
の交通渋滞解消は極めて重要である。欧米では，流入部で交通量を調整するラ
ンプメータリング，さらに近年では図6に示す車線別可変速度規制や臨時的路肩
走行運用等のATMの導入が進められている。
　日本でも，新東名高速道路の愛知区間の開通までは東名高速道路に交通が
集中して交通渋滞の多発が予想されたため，道路幅員を変えずに幅員を狭め
て車線数を増やす対策（図7参照）が行われ17），交通渋滞と交通事故の減少
に大きく寄与している。さらに最近注目されている自動車の自動走行技術でも，
一定速度を自動的に維持するCC（Cruise Control）を進化させ，前方車に
追い付くと自動的に前方車に追従する
ACC（Adaptive Cruise Control）は，
高速道路単路部ボトルネック現象が運転
者による追従挙動に起因する（4.2.3項
参照）ことから，この現象発生を抑制し
交通渋滞を減少できる可能性が期待され
ている18）。

図6　車線別可変速度規制の例（イギリス）

図7　東名高速道路音羽蒲郡IC-豊田JCT間の3車線化
（NEXCO中日本記者発表資料より引用）
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  4.5  	 交通マネジメントの高度化

　交通工学の1つの大きな課題は，実験室における実験が極めて困難なことであ
る。従って事実を丹念に観測・調査することが重要であるが，1，2割の交通需
要の変動や，運転挙動の個人差に起因して高速道路サグ部における交通渋滞
発生の有無が生じる等，微妙な交通の違いや変化で交通の流れの特徴は大きく
変わる。こうした時間・空間的変動の実態を把握するには，4.1節に示した車両
感知器等による定点観測だけでは限界がある。
　近年，情報化の進展により，車両に搭載のカーナビやスマートフォンを単に持ち
歩いているだけで，その車両が経験した交通状態を時々刻 と々計測・モニタリン
グできる「プローブ」と呼ばれる技術が確立されつつある。ただし，これは基本
的にサンプルであり，全体の量的な特徴を知ることには難しい。
　現在，既存の車両感知器データとプローブ・データを融合し，4.2節に示した交
通流理論を援用して交通の全体像を描く技術も開発されている19）, 20）。またこうし
た大量のデータを蓄積し，最新のデータマイニング技術を援用することで，交通
の実態の全体像に関する知見が飛躍的に増えることが期待されている。こうした
蓄積情報による知見をベースにしつつ，センサーやプローブ情報をリアルタイムに
利用し，理論に基づく交通シミュレーションを適用して現状の交通状況を正確に
推定・把握する（“Now”-cast）技術21）を確立し，これを交通情報提供や経路
誘導，さらにランプメータリングやTDM施策に動的かつ柔軟に応用する交通マネ
ジメント技術を確立することで，日々の交通渋滞を最小限に軽減できるものと期待
される。さらにこれらの技術は，悪天候時や大規模なイベント開催時，交通事故
やその他の予測困難なインシデント等に
対する迅速な対応策の計画・立案と実
行に大きく役立つものと考えられる。
　例えば，図8は2011年3月11日東日本
大震災発生時の東京の主要幹線道路
の大渋滞状態を示している22）が，この時
はボトルネックによる交通渋滞がネットワー
ク状に延伸することで，交通渋滞領域が
ループを形成し，交通渋滞末尾が最初
のボトルネック位置まで伸びてくることで， 図8　グリッドロック状態の東京の幹線道路
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さらにボトルネック交通容量を低下させて，ネットワーク全体を麻痺させる「グリッド
ロック」が発生したものと考えられている。グリッドロックは極めて深刻な交通渋滞
であり，またいったんグリッドロックしてしまうと，この状態から抜け出すのは容易な
ことではない。グリッドロックをリアルタイムに検出し，あるいはその予兆を捉えてグリッ
ドロックを回避できる交通制御手法の確立は，道路交通システムの安定性，信頼
性向上に大きく貢献するものと考えられる。
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